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1は じ め に
ドイツ連邦 共和 国(以 下,ド イツと呼ぶことにする)に おける 「信 用機 関」(Kreditinstitute)の 会計
に関 する法律は,二 重の意味において,"ヨ ー ロッパ化"(europaisiert)さ れた といわれてい る。
す なわ ち,一 方 において,資 本会社に一般的に適用 され る会計法 と し て の 欧州 共 同体 理事会の
「第4次 指令」 が,ま た他方 において,同 理事会に より制定 され た1986年12月8日 付の 「銀行貸
借対照表 指令 」が,そ れぞれ,商 法典第3編 に転換 され た とい う意 味においてであ る。
これ らの指令を国内法に転換す る際 の法的根拠 となった のが,欧 州共 同体 条約第54条 第3項9
である。 これ に よ り,「 銀行貸借対照表 指令」 は,「 銀行 お よびその他の金融機 関の年度 決算書お
よび連結 決算 書に関する欧州 共同体 理事会指令 の施行 に関す る法 律」す なわ ち1990年11月30日 付
の 「銀 行貸借 対照表指令法」(Bankbilanzrichtlinie-Gesetz)に よって,ド イ ツ法に転換 され るこ
(1)
ととな つ'たのであ る。
この 「銀 行貸借対照 表指令法」に よって,初 めて,信 用機 関にたいす る特別な会計規定が商法
典 第3編 第4章 に組 入れ られ,1991年1月1日 より施 行 される こととな ったのであ る。 ただ し,
この新規 定は,商 法施行法第30条 第1項 に従 って,1992年12月31日 よ り後に始 まる営業年度つ ま
(2)
り1993年 の間に始 まる営業年度か ら適用 されなけれ ばな らない ことにな った。
本稿は,ド イ ツにおけ る新銀行会計法 ともい うべ き新商法典 第3編 第4章 の特徴 と問題点 を考




な お,ド イ ツ新 商 法 典 の 内容 に つ い て は,筆 者 に よる 以 下 の もの を参 照 され た い 。 『現 代 会 計 論 』
(1988年,森 山 書 店);「 銀 行 会 計 基 準 の 制 度化 と現 代 会 計 理 論 」,『産 業 経 理 』 第49巻 第1号(1989年4
月);「 西 ドイ ツ ・コ ンツ ェ ル ン会 計 制 度 」,『 明大 商 学 論 叢 』巻72巻 第3号(1990年1月);「コ ンツ ェ ル
ン計 算:書の 機 能 」,『会 計 』 第138巻 第3号(1990年9月);「コ ソ ッ ェル ソ課 税 と器 官 会 社 制 度 の意 義 」,
『明大 商 学 論 叢 』 第73巻 第3・4号(1990年9月);「 正 規 の 連 結 の諸 原 則 の 役 割 と体 系 」,『産 業 経 理 』
第50巻 第3号(1990年10月);「ドイ ツ銀行 会 計法(一)」,r会 計』 第139巻 第6号(1991年6月);「ドイ
ツ銀 行 会 計 法(二 ・完)」,『 会 計 』 第 ・140巻 第1号(1991年7月)。
26『 明大商学論叢』第74巻 第3・4号(1992年3月)(190)
II新 銀行会計法の適用領域
商法典 第340条 第1項,商 法典 第340a条 第1項 お よび商法典340i条 に より,信 用機関 は,
そ の法 律形態お よび規模 にかかわ らず,貸 借対照表,損 益計算書お よび附属説 明書か ら成 る年度
決算書 な らびに状況報告書 を作成 し,か つ,こ れ らを公示 しなけれぽ ならない。 また,信 用機関
が コンツェル ンの親 企業 である ときは,当 該信用機関 には,コ ンツェル ン決算書 とコンツェル ン状
況報告 書の作成 と公告が義務 づけ られてい る。 また,会 計書類は,こ れを商業登記所 に提 出 し,
かつ,連 邦公報 において公表 しなけれ ぽな らない。 その際,そ の貸借対照表総額が3億 ドイツ ・
マル クを超 えない信 用機関 につ いては,商 法典第340条 第1項 お よび第4項 によ り,連 邦公報 で
の公告 をお こな=わな くて もよいこ とになってい る。 さらに,ド イツ国 内にあ る,外 国企業 によっ
て運営 され てい る支店 も,そ れが銀行法第53条 第1項 に よ り信 用機 関 とみな され るときは,新 銀
行会計法 の適用 領域 に含 め られる ことにな る。 この点で,銀 行貸借対照表指令法は 「欧州共 同体
銀行支店 指令」(・G-B・nk・w・ ・、…d・ ・1assungsr・・htli…)の 轍 を も含んで・・ると、、われ て、、(3)x」o
III信 用機関に適用される規定
商法典第340a条 に よ り,信 用機関 は年度 決算書 お よび状 況報 告書を作成 しなければ な らない。
信 用機関 の年度 決算書お よび抹況報告書 に関 しては,大 資 本会社 に適用 され る諸規定す なわ ち商
法典第264条 ～第289条 が基準 とな る。 ただ し,こ れ らの規 定内容が信 用機関に関係 しな いか,ま
たは信用機 関だけに適 用 され る特別規定が 別に設け られ ている ときは,そ の適用か ら除外 され る。
この ように,信 用機 関にたい して も一般 的な会計規定 が適 用 され るところが ら,若 干 の問題が
生 じる。それ は,と くに,状 況報告書 での記載事項 に関 してみ られる。状 況報告書の作成 に関す
る規定 である,商 法典第289条 第2項 第3文 に よれ ば,「 研究 お よび開発 の領域 」(BereichFor・
schungundEntwicklung)に つ いての記載が義 務づけ られ ているが,こ れは,必 ず しも,信 用機関
の状 況を念頭 に置 いた ものではないのであ る。 また,商 法典第289条 第1項 に よる 「営業経過 」
(Geschaftsverlauf)お よび商 法典 第289条 第2項 第1文 に よる 「と くに重要 な事象」(Vorgange
vonbesondererBedeutung)の 記載 については,商 法典第340f条 が費用 と収益 の相殺 計算を認 め
てお り,か つ,こ の相殺 計算 に関す る記載 を状況報告書 において行 う必要 のないこ とを規定 して
ω
い るところが ら,行 われ な くな る可能性が ある。
また,商 法典第340a条 第2項 第1文 は信用機関 に適用 で きない会 計規 定を列挙 してお り,ま
た,商 法典第340a条 第2項 第2文 は,商 法典第330条 第2項(こ れは銀行貸借対照表法に よって19
90年12月 に追加されたものである)に よる 「法規命令」(Rechtsverordnung)セ こよって発布 され る様 式
(3)Claussen,CarstenP.,DasneueRechnungsrechtderKreditinstitute,a.a.0.,S.1129,この
指 令 の 正 式 名 称 は 「加 盟 国 内 に 設 立 され た 支 店 で 加 盟 国 外 に 住 所 を 有 す る信 用 機 関 お よび 金 融 機 関の 支




主に,商 法典第251条 による 「債務保証関係」(Haftungsverhaltnisse)の 記載に 関する規定と商
法典第266条(貸 借対照表の項目分類)お よび商法典第275条(損 益計算書の項目分類)・による分類規定
が問題となる。
ところで,こ の新たに追加された商法典第330条 第2項 に よって,連 邦法務大臣が有する,様
式規定およびその他の会計規定を法規命令によって発布する権限が,資 本会社にたいしてだけで
な く,法 律上のあらゆる形態の信用機関ならびに外国に住所を有する信用機関の支店にまで拡大
されることになる。さらに,商 法典第330条 第2項 第4文 は次のように規定 している。「年度決算
書およびコンツェルン決算書の項 目分類に関する様式規定の枠内において,年 度決算書お よびコ
ンツェルン決算書の作成に関するより詳細な規定を第1文 に よる法規命令に含めることができる。
ただし,こ れが連邦銀行監督局または ドイツ連邦銀行の履行にとり,と くに信用機関により実施
される銀行業務を判断するための統一的書類を入手するうえで 必要となる場合に 限る。」 こう
した連邦法務大臣に与えられた権限は,こ れまでの法律によれぽ,銀 行法第24条 第4項 第1文 に
おいて規定されていたものである。この規定は,そ のまま,商 法典第330条 第2項 第4文 に引継
⑤
がれたことにより,銀 行法から削除されることとなった。
銀行貸借対照表指令法は,こ のように,信 用機関にたい して,新 しい法律の適用を命 じている
だけでなく,さ らに,こ れまで信用機関には適用されていなかった法律をも新たに適用すること
をも命 じているのである。すなわち,商 法典第340a条 第2項 に掲げられている適用除外規定の
中には商法典第265条 第2項 が含まれていないので,こ れまでは信用機関には適用されていなか
った,こ の規定が信用機関にも適用されることになった。これに より,信 用機関はその貸借対照




ten91iederung)を持込んだ。すなわち,商 法典第340d条 は次のように規定 している。「債権およ
び債務は,附 属説明書において,期 間別に分類 しなけれぽな らない。期間別の分類については,
貸借対照表 日現在における残余期間が基準となる。」 しかし,こ の 新規定による 残余期間の表
示にたい しては強い反対が生じたため,ド イツの立法者は銀行貸借対照表指令第40条 第3項aに








IVペ ンジオ ン取 引
銀行の提供するサーヴィス業務に属する もの に,「 ペンジオン取引」(Pensionsgeschaft)カ ミあ
る。ペ ンジオン取引はしぼ しば銀行の自己計算によっても行われている。 しか し,こ の取引に関
す る法規定はこれまでなかったのである。銀行貸借対照表指令法によって,初 めて,ペ ンジオソ
取引に関する規定が商法典に持込 まれることとなったのである。すなわち,商 法典第340b条 は,
ペ ンジオン取引について,次 のように規定している。
「(1)ペ ンジオン取引 とは,信 用機関または信用機関の顧客(ペンジオン提供者)がこの者に属す'
る財産対象物を他の信用機関 またはその顧客(ペ ンジオン受領者)にある金額の支払いと引換
えに譲渡すると同時に,そ の後にこの受取 られた金額 もしくは前 もって協定されたこれと
は別の金額の支払いと引換えに,当 該財産対象物をペ ンジオン提供者に返還 しなけれぽな
らないかまたは返還 しうることを協定 している契約である。
(2)ペ ンジオン受領者が一定の時点 もしくはペ ンジオン提供者によって決定されるべき時点
において当該財産対象物を返還する義務を負 うときは,こ れを真性のペンジオン取引とす
る。
(3)ペ ンジオン受領者が前もって決定された時点もしくはこの者によってなお決定 され るべ
き時点において当該財産対象物を返還する権利のみを有するときは,こ れを非真性のペン
ジオン取引とする。
(4)真 性のペンジオン取引の場合においては,譲 渡 された財産対象物はペ ンジオン提供者の
貸借対照表においそ引続 き表示されなければならない。ペンジオン提供者は譲渡 と引換え
に受取った 金額の高さで ペンジオン受領者にたいする債務を表示 しなけれぽならない。
返還につ き,よ り高い金額 もしくはより低い金額が協定されているときは,差 額をペ ンジ
オン取引の期間にわた り配分しなければならない。その うえさらに,ペ ンジオン提供者は
ペンジオンで与えた財産対象物の簿価を附属説明書に記載 しなけれぽな らない。ペンジオ
ン受領者はペンジオンで自ら「に与えられた財産対象物を自己の貨借対照表に表示 してはな
らない。この者は,譲 渡 と引換えに支払った金額の高さで,ペ ンジオン提供者にたいする
債権を自己の貸借対照表に表示 しなければならない。返還につ き,よ り高い金額 もしくは
より低い金額が協定されているときは,差 額をペ ンジオン取引の期間にわた り配分 しなけ
ればならない。
(5)非 真性のペンジオン取引の場合においては,財 産対象物はペンジオン提供者の貸借対照
表において表示されるのではな く,ペ ンジオ ン受領者の貸借対照表において表示されなけ
ればならない。ペンジオン提供者は返還の場合につき協定された金額を,貸 借対照表の欄
外に,記 載 しなけれぽならない。
(6)為 替先物取引,証 券先物取引およびこれに類する取引ならびに短期 自己債券の発行は,
・ 本規定にいうペ ンジオン取引とはみなされない。」
(193)ド イツにおける商法改正と新銀行会計法29
この規 定に従 って,今 後 は,信 用機 関においては,ペ ンジオγ取 引は真性 ペ ンジオ ン取引 と非
真性 ペ ンジオ ン取 引とに区別され るこ とになる。両者の違いは,ペ ンジオ ン受領者が 「ペ ソジオ
ン化 された財産対 象物」(verpensionierterVerm6gensgegenstand)をペ ンジオ ンの経過 後に返還す
る義 務を負 ってい る(真 性ペソジォ ソ取引)か,ま たは,返 還 す る権利 のみ を有 してい る(非 真性ぺ
(8)
ンジオン取引)か にあ る。 また,こ の取 引の会 計処理を図示すれば,次 の よ うにな る。
第1図 商法典第340b条 によるべンジオン取引の分類と会計処理
ペソジオン取引
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ペソジオンで与えた財産 た財産対象物を貸借対 対照表に表示 して
対象物:簿 価(第4項 第 照表に表示 してはなら はならない。(第'




第1図 か ら明 らかな とお り,真 性ペ ンジオ ン取引で譲渡 された財産対象物は,ペ ンジオ'ン受領
者 の貸借 対照表では積極側に計上 されず,ペ ンジオ ン提 供者の貸借対照表 の積極側 に計上 され る。
とい うのは,こ の財産対象物 の移転 には,「 経 済的帰属性 の移転」(Ubertragungderwirtschaftli・
(8)Ebd.,S。1130.
30『 明大商学論叢』第74巻第3・4号(1992年3月)(194)
chenZuordnung)が 伴 っていないか らである。また,非 真性ペ ンジオン取引では,ペ ンジオン提
供者はペ ンジオンに出 した財産対象物をその在高か ら控除 し,貸 借対照表に表示 してはな らない。
この譲渡された財産対象物は,ペ ンジオン受領者のところで,積 極側に計上 されなけれぽならな
(9》
いのである。
このように,法 的所有権と経済的帰属性 とが分離 している取引の会計的処理について,商 法典
が,初 めて,明 定したことの意味はきわめて大きいと言わなければならない。とい うのは,リ ー
スや信託に典型的にみ られるような現代の会計実務の属性を,ペ ンジオン取引も具備 しており,
その会計処理について商法典が規定 した ということは,単 にペンジオン取引の領域だけにとどま
らず,現 代の多様な会計実務の取扱いについても,商 法典第340b条 の規定が法的根拠を提供す
as
ることになると考えられるからである。
また,ペ ンジオン取引に関する個別記載が附属説明書に含められた点,そ して とりわけ,ペ ン
ジオンに出された財産対象物の返還に際 して,支 払われた金額 より高い金額 もしくは より低い金
額 が協定されているときには,そ の差額を貸借対照表に表示 し,か つ,そ れを期間配分すること




商法典第340c条 により,信 用機関の損益計算書に,「金融取引か らの収益 と費用」 という新
しい項 目が組入れられた。すなわち,商 法典第340c条 第1項 は次のように規定 している。
「(1)売 買 目的で保有する有価証券,金 融商品,為 替お よび貴金属の取引からの収益 と費用の
差額,な らびに当該財産対象物についての増額記入か らの収益 と減額記入からの費用との
差額は,金 融取引からの収益または費用として表示 しなければならない。この相殺計算に
は,さ らに,第1文 に掲げる取引か ら発生する恐れのある損失にたいする引当金の設定の
ための費用および当該引当金の取崩 しから生 じる収益も組入れ られなけれぽならない。」
この規定により,銀 行が自己の計算に おいて行 う取引すなわち 「自己売買」(Eigenhandel)の
結果,そ れゆえ,売 買 目的で保有する有価証券,為 替,貴 金属,ス ワップおよびその他の金融商
品での取引の結果が,「純額項 目」(Nettoposition)と して,表 示されるのである。 ここでは,費
用 と収益 との相殺計算が許されているのである。これは,商 法典第246条 第2項 の定めている,
相殺禁止規定の例外となる。すなわち,そ こでは,次 のように規定されているのである。
(g)Ebd.,S.1130
(10リ ースおよび信託の会計的意味については,前 掲拙著 『現代会計論』の第5章 および第7章 を参照さ
れたい。
⑪ ペソジオソ取引の定義お よび会計処理の問題については,W.フ レー リックス稿,石 原肇訳 「現代 ド
イツの会計実務(三)年 度決算書におけるペソジオソ取引(そ の一)」,『会計』第140巻 第2号(1991年
8月);「 現代 ド'イツの会計実務(四)年 度決算:書におけるペソ漸オン取引(そ の二)」,『会計』第140巻
第3号(1991年9月)を 参照されたい。
(195)ド イツにおける商法改正と新銀行会計法31
「(2)積 極側の項 目を消極側の項 目と,費 用を収益と,不 動産物権を不動産債務 と相殺計算 し
てはならない。」
このように,ド イツの信用機関には,自 己売買からの利益 と損失 とを秘密裡に相殺計算する可
能性が与xら れているのである。さらに,商 法典第340c条 第2項 には,も う一つの相殺計算の
可能性が規定されている。
「(2)資 本参加,結 合企業にたいす る持分および固定資産と同様に取扱われる有価証券にたい
する減額記入か らの費用は,こ れを当該財産対象物にたいする増額記入からの収益 と相殺
して一つの費用項 目または収益項 目で表示す ることができる。第1文 による相殺計算には,
当該財産対象物の取引か らの費用および収益も組入れることができる。」
この規定は,長 期項 目(す なわち資本参加,結 合企業にたいする持分ならびに固定資産と同様に取扱わ
れる有価証券)か らの費用 と収益の相殺計算を,一 括 して,一 つの項 目で行 うことを許しているの
である。
このように,信 用機関の損益計算書にはかな りの不透 明部分が含まれることになった。
VI評 価 と 表 示
信用機関の貸借対照表の伝統的な項 目分類では,固 定資産 と流動資産 とが区別されていなかっ
た。 しかし,商 法典第340e条 により,今 後は,こ れら資産項 目が固定資産 と流動資産 とに区別
されることになる。このことは,同 時にまた,こ れら資産項 目の評価にも影響を及ぼす ことにな
る。すなわち,商 法典第340e条 に従って,固 定資産については商法典第253条 第2項 により取
得原価 または製造原価マイナス減額記入額で評価されなけれぽな らず,ま た流動資産については
商法典第253条 第3項 の 「最低価値原則」(Niederstwertprinzip)に 従って評価されなけれぽなら
⑬
な くなる。
さ らに,こ うした評 価 よりさらに低 い評価が,商 法典 第340f条 に よ り,認 め られてい るので
あ る。す なわ ち,商 法典第340f条 第1項 は次の よ うに規定 していのであ る。
「(1)信 用機関は,信 用機関 お よび顧客 にたいす る債 権,債 務証書お よびその他 の固定利付有
価証券,な らびに株式お よび その他 の非 固定利付 有価証券で,固 定資産 と同様 に取扱われ
るこ ともな くまた売買用在高 の一部分 ともなっていない ものは,商 法典第253条 第1項 第
1文,第3項 に よ り規定 または許可 され ている価値 よ り低 い価値で計上す ることが できる。
た だ し,信 用機関 とい う業種に特有 の リス クに備 えるために,そ れが商人 の合理的判断に
より必 要 とされ る場合に限 る。 この ように して設 定され る準備金 の額は,第1文 に掲げ る
財産対 象物 につ き,第253条 第1項 第1文,第3項 に よ りこれを評価 した と きに生 じる総
額 の100分 の4を 超えてはな らない。」




数量的 制限を設けた ことであ る。 しか も,こ うして設 定 された積立 金につい ては,こ れ を保持 す
るこ とがで き,商 法典第280条 に よる 「価値 回復命令」(Wertaufholungsgebot)は 適用 され ない
の である。商法典第340f条 第2項 はこれ を次のよ うに規定 している。
「(2)第1項 に従 った よ り低 い計上価額 は,こ れ を保持 する ことがで きる。第280条 は第1項
に掲 げ る財産対 象物 に適用 されるべ きではない。第281条 第1項 第2文,第2項 において
要 求されている記載お よび項 目分類 は,第1文 が適 用され る限 り,こ れを貸借対照表 にお
いてまたは附属説 明書に おいて行 う必要はない。」
また,費 用 と収益の相殺計算 とその表示 について,商 法典第340f条 第3項 は次 の ように規定
してい る。
「(3)第1項 の適用か らのお よび第1項 に掲 げる有価証券 での取 引か らの費 用お よび収益,お
よびこれ ら有価証券にた いす る減額記 入か らの費用 な らび に増額記 入か らの収益は,こ れ
を債権 にたいす る減額記入,偶 発債 務お よび信用 リス クにた いする引当金への繰入れか ら
の費 用 と相殺 し,ま た,債 権へ の増額記入,債 権 を一部分 もしくは全 部減額記入 した後に
回収 す ることか らの収益 および偶発債 務お よび信用 リス クにたいす る引当金の取崩 しか ら
の収益 と相殺 し,か つ また,損 益計算書において,一 つ の費用項 目または一 つの収益項 目
で表示す る ことが で きる。」
この規定 は,銀 行貸借対照 表指令第33条 第2項 を ドイツ法に転換 した ものであ り,「 相互補償」
(Uberkreuzkompensation)す なわ ち相殺計算 を認め る内容になってい るのであ る。 しか も,こ う
した相 殺計算 についての記載 は,商 法典第340f条 第4項 によって,行 われ ないのであ る。つ ま
り,当 該費用 お よび収益 が秘 密裡 に相殺 され,そ の ことが年度決算書お よび状況報告書 には記載
され ない ので ある。商法典第340f条 第4項 は この点 につ いて次 の よ うに規 定 してい る。
「(4)第1項 に よる準備金 の設 定 と取崩 しに関す る記載な らびに第3項 に従 って行われ た相 殺
計算に関す る記載 は,こ れを年 度決算書,状 況報告書,コ ンツェル ン決算書 お よび コンツ
ェル ン状況報告書 において行 う必要はない。」
信用機 関にお ける損益計算 が この よ うな形 で行われ ることについては,と くに,商 法典第246
条 の 「完全性,相 殺計算 の 禁止 」(Vollstand三gkeit.Verrechnungsverbot)お よび 商法典第264条
第2項 の次 のよ うな規定 との関連 で問題が残 る。
「(2)資 本会社 の年度 決算 書は,正 規の簿記の諸 原則を遵 守 した うえで,資 本会社 の財産状態,
財 務状態 お よび収益状態 の実 質的諸関係に合 致する写像を伝達 しなけれぽな らな い。特 別
の事情に より,年 度決算 書が第1文 にい う実 質的諸関係に合致す る写像を伝達 しない とき
は,附 属説 明書 に追加 的記載 を行わなけれぽな らない。」
こ うした会計処理 につ いては,さ らに,「 一般 的な銀行 リス クに たいす る 特別項 目」(Sonder-
posteafurallgemeineBankrisiken)の消極側での明示に関する,次 の よ うな商法典 第3409条 の
規定 との調整 も残 され た問題 とな る。 と くに,こ の明示形式の導入につ いては,欧 州共 同体加盟
国 の多数が これ を支持す る見解 に傾いてい るなかにあ って,ド イ ツはそれが ドイ ツの伝統 に反す
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る とす る立場 を とって いるか らである。 この問題 は1998年 か ら再検討 され るべ きものとされ てい
as
るのである。
「(1)信 用機関はその貸借対照表の一般的な銀行 リスクに備えるために"一 般的な銀行 リスク
のための基金"と い う特別項 目を設定することができる。ただし,商 人の合理的な判断に
より,こ れが信用機関 とい う業種に特有の リスクに備えるために必要 となる場合に限る。
(2)特 別項 目への繰入額または特別項目の取崩 しか らの収益は,損 益計算書において,別 個
に表示 しなければな らない。」
vn通 貨 換 算
ドイツにおける銀行会計法上 とくに重要なことは,年 度決算書において外国通貨がどのように
換算 されるべきかを初めて法律で定めたごとである。商法典第340h条 は,通 貨換算について,
次のように規定 している。
「(1)外 国通貨で支払いがなされる財産対象物で,固 定資産 と同様に取扱われるものは,そ の
取得日の相場で ドイツ・マルクに換算 しなけれぽならない。ただし,当 該財産対象物が同
一通貨での債務により,ま たは同一通貨での先物取引により特別に填補されていない場合
に限 る。外国通貨で支払いがなされるその他の財産対象物および負債ならびに貸借対照表
日現在において終了 していないスポット取引は,貸 借対照表 日現在におけるスポッ ト相場
で ドイツ・マルクに換算 しなければな らない。未終了の先物取引は,貸 借対照表 日現在に
おける先物相場で換算 しなけれぽならない。」
この規定により,通 貨によって表示されているすべての財産対照物で,固 定資産 と同様に取扱
われ,か つ,同 一通貨の債務または先物相場によって填補されていな い もの は,そ の 「取得相
場」(Anschaffungskurs)で ドイツ ・マルクに換算されなければならないことになる。 したがって,
この限 りにおいて,た とえぽ,外 国において固定資産が取得された場合,こ の取得時の相場すな
わち 「歴史的為替相場」(historischeWechselkurse)が 適用されることになる。その他の財産対象
物,そ れゆえ,信 用機関においては貸借対照表の積極側項 目の多数については,換 算に際 して,
「スポ ット相場」(Kassakurs)が 適用される。この相場は 「決算 日相場」(Stichtagkurs)と も呼
ばれている。
こうした規定の内容は,「正規の簿記の諸原則」(GoB)と 支配的な実務に 合致 したものである
面
といわれている。
さらに,商 法典第340h条 第2項 は,通 貨換算によって生 じる損益の取扱いについて,次 のよ
うに規定 している。





ら生 じる収益は,損 益計算書において考慮 しなけれぽならない。ただ し,財 産対象物,負
債 または先物取引が同一通貨での財産対象物,負 債またはその他の先物取引により特別に
填補されている場合に限る。特別の填補はないが,同 一通貨での填補があるときは,第2
文による収益を考慮することがで きる。ただ し,当 該収益が填補に役立つ取引から一時的
にのみ発現する費用を補償する場合に限る。その他のすべての事例において,通 貨換算か
らの収益は,考 慮 してはならない。また,こ れを第1又 による費用と相殺計算 してはなら
ない。」
ここか ら,ま ず,通 貨換算から生 じる費用は損益計算書において考慮 しなけれぽならないこと
が明らかになる。 しか し,収 益については,「特別の填補」(besondereDeckung)が 行われている
場合に限 り,こ れを損益計算書において考慮 しなければならないとしている。さらに,こ の特別
の填補は行われていず,同 一通貨での補償だけが存在しているときは,収 益は,そ れが費用と相
殺計算 され うる範囲においてのみ,考 慮することができるとされているのである。これ以外のす
べての場合において,通 貨換算からの収益を損益計算書において考慮することは許 されないので
ある。
このように,通 貨換算か ら生 じる費用および収益の損益計算書への計上については,「 不均等
㈱
原 則 」(lmparitatsprinz量p)の 適 用 が み ら れ る の で あ る 。
VIII信 用機関 とコ ンツ ェルン会計
コンツ ェル ンの親企業である信用機関は,将 来は,以 下にみる商法典第340i条 により,そ の
規模および法律形態にかかわ りな く,商 法典第290条 ～第315条 の規定に従って,コ ンツェルン決
算書およびコンツェル ン状況報告書を作成することが義務づけられることになる。
「(1)信 用機関は,資 本会社とい う法律上の形態で営まれていないときにおいても,そ の規模
にかかわらず,コ ンツェルン決算書および コンツェルン状況報告書に関する第2章 第2節
の規定に従って,コ ンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書を作成 しなければな
らない。ただし,当 該章の規定に別段の定めがないときに限る。法律上の形態により存在
す る規定に基づ く追加の要求は,こ れにより妨げられるものではない。
(2)コ ンツェルン決算書につ き,そ の特殊性がいかなる乖離を も必要 としない限 り,年 度決
算書に関する第340a条 ない し第3409条,お よび当該法律の適用領域内に住所を有する企
業でコンツェルン決算書に組入れられるものの業種に適用される規定が準用 されなければ
ならない。ただし,こ れが大資本会社に適用 されるときに限る。第293条,第298条 第1項
および第2項,第314条 第1項 第1号,第3号,第6号cは,適用すべきではない。
(3)子 企業にたいする資本参加を取得 し,か つまた,当 該資本参加の管理 と換価を配慮する
ことをその唯一の目的とする親企業 もまた,本 数にい う信用機関とみなされる。ただ し,
当該子企業が専 らまたは主として信用機関であるときに限る。」
⑰ 不均等原則の内容については,前 掲拙著r現 代会計論』第9章 第3節 を参照されたい。
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コンツェル ン会計に関す る欧州共 同体第7次 指令は,1985年12月19日 付 の借貸対照 表指令法に
よって新商法典 に転換 され,1989年12月31日 よ り後に始 まる営業年度か ら適 用 され ることにな っ
ていたが,信 用機関 にた い しては,銀 行貸借対 照表指令法 の最初 の適用期 日である1993年1月1
日まで,そ の適 用が延期 され ることとな った(商 法施行法第30条 第4項)。 これ に よ り,コ ンツェル
ン会計 に関す る規定 の二 度にわた る適合修正が避 け られたのであ る。
信用機関 にたい して,将 来 は,商 法典第340i条 に よ り,コ ン ツェル ン決算書 お よび コンツェ
ル ン状 況報 告書の作成が義務づけ られ るこ とにな る。その際,注 目すべ きこ とは,信 用機 関にた
いす る こ うした義務づけが,企 業 の法律形態 お よび規 模にかかわ りな く,行 われ た とい うことで
ある。 ここには,子 企業 にたいす る資本参加 を取得 し,か つ また,こ れ ら資 本参加 の管理 と運 用
を配慮す ることだけを 目的 とす る親企業,い わゆ る 「銀行持株会社」(Bank-Holding-Companies)
⑲
も含まれるのである。
コンツェルン決算書は,原 則的には,商 法典第340a条 ～第3409条 と結合 して,商 法典第290
条以下の諸規定に従って作成されなければならない。 また,連 結の範囲に関 しては,原 則的には,
商法典第294条 ～第296条 により規定 されているが,信 用機関セごついては,商 法典第340」 条が次
のように規定 している。
「(1)信 用機関の子企業が銀行業務の直接的な延長もしくは親企業の補助業務に相当する活動
を行っているときは,第295条 第1項 にい う異なる活動が行われているとはいxな い。
(2)信 用機関が信用機関である子企業を,第296条 第1項 第3号 に従って,そ のコンツェル
ン決算書に組入れず,か つまた,当 該企業の株式または持分の一時的所有が上記企業の再
建または救済のための資金援助に起因するものであるときは,信 用機関は当該企業の年度
決算書をそのコンツェルン決算書に添付 しなければならず,か つ,コ ンツェルン附属説明
書において,資 金援助の種類および条件に関する記載を追加 して行わなけれぽな らない。」
商法典第340j条 第1項 によれぽ,信 用機関の子企業が銀行業務の直接的な 延長または 親企業
のための補助業務に相当する活動(た とえば,リ ース業務,フ ァクタリング業務 投資資金の管理 また
は計算センターの経営)を 行っているときは,商 法典第295条 第1項(こ れは・子企業の活動が著しく
異なるときは,コ ンツェルン決算書に組入れてはならないことを規定しているのであるが)にいう異なる活
動 とはいえないことになる。したがって,こ の場合には,こ うした子企業はコンツェル ン決算書
に組入れ られることになる。しか し,銀 行コンツェルンを形成す るすべての企業が銀行業務の直
接的な延長に相当する業務を行って い る の か,あ るいは,異 なる活動,し たがって,商 法典第
295条 第1項 に従った組入れの禁止に 該当する活動を行 っているのかについては,問 題が生 じる。
の




⑳Ebd.,S.445.なお,保 険 企 業 の会 計 法 と もい うべ き 「欧 州 共 同体 保 険 貸 借 対 照 表 指 令」(EG-Ver・
sicherungsbilanzrichtlinie)が 可 決 され る こ と に なれ ば,商 法 典 は 保 険 部 門 の会 計規 定 を もそ の 第3/
36『 明大商学論叢』第74巻第3・4号(1992年3月)(200)
さらに,コ ンツェルン決算書への組入れ企業の特殊事例が商法典第340j条 第2項 において規
定されている。子企業持分が転売を目的として保有 されているとき,お よび子企業の株式または
持分の一時的な所有が当該企業の再建 または救済のための資金援助に起因するときは,当 該企業
の年度決算書が コンツェルン決算書に添付されなければな らなくなる。その うえさらに,そ うし
た資金援助の種類 と条件に関する追加記載が附属説明書において行われなけれぽならな くなる。
IX監 査
商法典第340k条 は,信 用機関にたいする監査義務および決算監査人について,次 のように規
定 している。'
「(1)信 用機関は,そ の規模にかかわ りなく,そ の年度決算書および状況報告書ならびにその
コンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書を,銀 行法第28条 ない し第30条 の規定
に抵触することな く,第2章 第3節 の監査に関する規定に従って,監 査させなければなら
ない。第319条 第1項 第2文 は,適 用すべきではない。監査は遅 くとも決算 日に続 く営業
年度が5ケ 月を経過す る以前に行われなけれぽならない。年度決算書は監査後遅滞なく確
定されなければならない。
(2)信 用機関が協同組合 または経済的社団であるときは,監 査は第319条 第1項 第2文 か ら
離れて,信 用機関が構成員として属 している監査団体によって行われなければならない。
ただ し,こ の監査団体の理事会構成員の過半 数が経済監査士であるときに限る。監査団体
の理事会構成員が2名 のときは,そ の内の1名 が経済監査士でなければならない。 第319
条第2項 および第3項 が準用されなければな らない。親企業が協同組合であるときは,協
同組合が属 している監査団体が,第1文 ない し第3文 の前提条件のもとで,コ ンツェル ン
決算書およびコンツェルン状況報告書の決算監査人 ともなる。
(3)信 用機関が貯蓄金庫であるときは,第319条 第1項 第1文 から離れて,貯 蓄金庫および
振替銀行協会の監査機関が第1項 により規定されている監査を実施す ることができる。た
だ し,監 査機関の長が第319条 の前提条件を満た しているときに限 り,監 査機関による監
査を実施することができる。その うえさらに,決 算監査人は,貯 蓄金庫および振替銀行協
会の機関の指示にかかわ りな く,監 査を実施 しうることが保証されていなけれ ば な ら な
い。」
この ように,信 用機関は,そ の法律上の形態および規模にかかわ りな く,そ の年度決算書お よ
び状況報告書について,監 査を受ける義務を負 うことになる。その際,宣 誓帳簿監査士お よび帳
簿監査会社は,信 用機関または信用機関を有するコンツェルンの親企業の決算監査人 となること
はできない。また,協 同組合 とい う法律形態をとる信用機関は,協 同組合法により,監 査義務を
＼ 編 に 含 め る こ と に な り,こ れ に よ り,商 法 典 は 「完 全 な ドイ ツ 会 計 法 」(komPlettesdeutsches
Rechnungslegungsrecht)にな る と い わ れ て い る 。Claussen,CarstenP.,DasneueRechnungs層
1egungsrechtderKreditinstitute,a.a.O.,S.1129.
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商法典第3401条 第1項 は,公 示に関して,次 のように規定 している。
「(1)信 用機関は,年 度決算書および状況報告書ならびにコンツェルン決算書お よび コンツェ
ルン状況報告書および第325条 に掲げるその他の書類を,第325条 第2項 ないし第5項,第
328条,第329条 に従って公示 しなければならない。さらにまた,支 店ではない信用機関は,
それが支店を設置 した欧州経済共同体加盟国ごとに第1文 に掲げる書類を公示 しなければ
ならない。公示(登 記所への提出,官 報での公告)は 各加盟国の法律に従 う。」
こうした公示に関して最も重要な変更は,人 的商事会社とい う法律形態をとる信用機関が附属
説明書および状況報告書と同様にその損益計算書を公示 しなければならなくなったことであると
いわれている。さらに,信 用機関は,そ れが支店を設置 している欧州経済共同体加盟国ごとに,
年度決算書および状況報告書ならびにコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書および
第325条 に掲げるその他の書類(すなわち,監 査義務のある場合の確認の付記,監 査役会の報告書,年 度
成果の処分案一 ただし,年 度決算書からは判明しない場合,お よび決算の確定に関する決議に基づく年度
決算書の変更)を 公示 しなければならなくなったことであるといわれている。
XIむ す び
以上 にみ てきた,ド イ ツにおける信 用機 関 にたいす る新会 計規定 は,欧 州経 済共同体 の加盟国
間 における会計 法の調和 化を 目指 した 「欧州経済共 同体一銀行貸借対照 表指令」の ドイツ法へ の
転換 の結果 として生 じた ものであ る。 しか し,こ の新 法の内容は,こ の転換 に際 して立法者に よ
って行使 された選択権 に よ り,ま た,年 度決算書 お よび状況報告書 を実 際に作成す る信 用機関に
与 えられた種 々の選択権 に よって,加 盟国間で,か な りの差異 を残す もの とな った。 と くに,ド
イ ツに おいては,信 用機 関の流動資産 の評 価が 「最低 価値 」 よ りさらに一段 と低 い価値 に基づ い
て行われ るとい うように,ド イ ツの保守主義的伝統が保持 され てい るのであ る。 さ らに,有 価証
券,為 替 お よび いわゆ る新金融 商品の売買取 引か ら生 じる損益 の処理 については,「 不均 等原則」
の適 用 と秘 密裡 の相殺計算が行われ ているのであ る。 しか も,そ の ことが年度決算書 お よび状況
報告書 には記載 されないのであ る。
この意味において,ド イ ツ商法典 の銀行会計 に関す る新規定に よっては,商 法典第243条 第2
項:お よび商 法典 第297条 第2項 が規定す る 「明瞭 に してか つ要覧 しうる」(klarandubersichtlich)
形 での年度決算書 の作成 とい う目標 は達成 され な くな るおそれがあ る。 しか しなが ら,商 法典第




る事項が増加 し,貸 借対照表および損益計算書の項 目分類が一段 と詳細なものにな り,そ してさ
らに,ペ ンジオン取引や通貨換算の会計処理が明定 されることになったことは,銀 行会計におけ
る明瞭性の改善につながるものといえよう。 ドイツにおける今回の商法改正が,い くつかの問題
点を残 しつつも,な お,保 守主義的かつ秘密主義的伝統を有する,「 ドイツの信用機関の財産状
㈱
態,財 務状態および収益状態への洞察に質的な改善をもたす」 ことが期待されているのである。
⑬Prah1,Reinhard,DieneuenVorschriftendesHandelsgesetzbuchesfUrKreditinstitute,
a.a.0.,S.445.
